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特集／アジア・中東における「伝統」・環境・公共性
セッション 3：アジアにおける環境政策と社会変動
中国における環境ガバナンスの改革
─情報公開と公衆参加
アジア経済研究所新領域研究センター　環境・資源研究グループ　
大塚　健司
　中国で工業汚染源対策をはじめとする環境政策が始動して以来、すでに 30
余年が経過している。1970 年代に環境政策が始動した背景としては、各地で
環境問題が先進諸国同様、あるいはそれ以上に深刻な様相を示しており、暴力
を伴う紛争に発展しているケースも見られるほどであったこと、そして 1972
年にストックホルムで開催された国連人間環境会議に政府代表団を派遣してお
り、そこでの交流から自国の問題の深刻さについて改めて認識を深めたこと
などがあげられる。そうして 1973 年には第 1 回全国環境保護会議が開催され、
翌年に初の中央環境行政組織が設置され、工業汚染物質の排出基準などが定め
られた。しかし、当時は文化大革命の混乱期であったため、本格的な制度整備
は共産党政権による改革開放政策への転換を待たねばならなかった。
　1970 年代末から開始された改革開放政策のもと、法・行政制度の整備が進
められ、また行政機関による苦情の受付と処理のためのシステムづくりや、環
境行政の広報を中心的な任務とする専門誌の創設も行われた。一方、法行政
制度の整備が進むにつれ、地方レベルでの環境法政策の執行が課題となり、
1990 年代に入ると、行政執行体制の強化とともに、中央関係機関による地方
政府に対する監督検査活動が展開されるようになった。他方で、1989 年のい
わゆる天安門事件でいったん冷え込んだ国内経済は 1992 年以降再び高度成長
の軌道にのり、各地で環境問題の深刻さが増すという国内的な事情に加えて、
1992 年にリオで開かれた国連環境開発会議を契機に、環境外交と環境協力を
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積極的に展開するという対外戦略のなか、党・政府の指導者は環境政策重視の
姿勢を内外にアピールするようになった。そうしたなか、1996 年に第 4 回全
国環境保護会議が開催され、同年に中央政府の環境政策の方針を示した国務院
の決定が発布された。その方針を受けて展開された政策の特徴を一言で言えば
「上からの宣伝と動員による規制強化」である。
　このように 1970 年代以来、党・政府主導による上からの環境政策が展開さ
れてきた中国において、1990 年代後半からは、政策実施体制の多元化による
環境ガバナンスの改革に向けた多様な取り組みが見られるようになった。政策
面では、リオサミット以来の国際的な潮流を取り入れるかたちで、情報公開と
公衆参加が重要な手段として位置づけられるようになった。そうした事例とし
て、大気汚染等の環境状況のインターネットやマスメディアを通した定期的な
情報公開、企業の環境対策状況の公開制度の試み、環境アセスメントにおける
公聴会の開催などがあげられる。また、社会現象面では、有志による NGO が
結成され、啓蒙や教育活動を中心とした環境保護活動を行うとともに、マスメ
ディアの協力を得て、地方レベルでの違法行為や開発プロジェクトによる環境・
社会的影響に対する世論喚起を行う例も見られるようになった。さらに、訴訟
などの法的手段を通して環境汚染被害者に対する支援を行うプロフェッショナ
ルなグループが活動し、国際的な支援も得ている。
　それでは、近年の中国において見られる環境政策の実施体制の多元化が、環
境問題の解決につながりつつあるのだろうか。第一に、人びとから行政機関に
寄せられる環境汚染に関する苦情件数は増加の一途をたどっており、また訴訟
に持ち込まれる環境紛争の増加や、環境汚染被害に耐えかねた農民の大規模な
反対運動なども報告されるなど、環境意識の高まりと実際行動の増加が見られ
る点が指摘できる。第二に、環境汚染の状況に、一部を除いて改善が見られな
いばかりか、高度経済成長とともに悪化の傾向が見られるという厳しい現実を
指摘しておかなければなるまい。経済成長と環境悪化の悪循環からいまだ抜け
出すことはできていないのである。第三に、上から下への監督検査活動によっ
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て、多くの環境関連違法行為が摘発されているものの、それが毎年「コンスタ
ント」に 2 万件にのぼっており、根絶されていないという点である。なかに
は、遵法意識が欠落した故意の汚染物質排出行為も見られるほどである。第四
に、環境政策過程の諸側面で NGO やジャーナリストの活躍が見られるように
なっているが、共産党による一党支配体制の維持という大原則のもと、党・政
府批判につながる活動は厳しく監視されているとともに、経済成長を優先する
地方政府から圧力を受けうるなど、それらの活動にはいまだ制約が多いことで
ある。
　中国における環境ガバナンスの改革はすでに始動している。しかし、環境ガ
バナンスの土台となる政治、経済、社会システムそのものの改革が進まない限
り、環境問題の解決につながっていかないであろう。
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